
学費の公私間格差是正、『私学も無償に』、就学支援金制度の維持・拡充、 
 

 

無償化財源の自治体負担に知事会が反発 
 小学校給食無償化と高校授業料無償化の財源の一部を都道府県が負担する提案に対して、全国知事会が反発を強めています。11

日には愛知の大村知事（文教・スポーツ常任委員長）が文科省を訪れ、高校無償化の早急な具体化を要請しました。以下は毎日新

聞の報道です。 

 

給食「無償化」、実態は「負担軽減」 愛知県知事が3党に説明要求 

12/11(木) 12:15配信  毎日新聞 

 全国知事会で文教・スポーツ常任委員長を務める愛知県の大村秀章知事が11

日、訪問先の文部科学省で報道陣の取材に応じ、自民、日本維新の会、公明の

3 党で協議している公立小学校の給食無償化について苦言を呈した。大村氏は

保護者負担がゼロになる「無償化」ではなく「負担軽減」にとどまる可能性に

ついて3党が国民に説明すべきだと訴えた。 

3 党は 2026 年 4 月から給食費の支援額について国と都道府県が折半し、都

道府県負担分は地方交付税で措置する制度を提案している。支援額が給食費に

足りない場合は保護者が負担することも想定されるため、大村氏は「無償化という言葉は誤解を生む。抜本的な負担軽減である

ことを前面に出すべきだ」と主張。給食が無償になると期待している国民に対して「3 党が責任を持って説明すべきだ」と述べ

た。 

大村氏は私立高の授業料無償化に関する要望活動のため文科省を訪問。高校無償化制度の早急な具体化▽公立高専の新設支援

▽公立校の質向上に向けた財政支援――などを求め、財源については「3 党合意によって国が進めるものであり、国が責任を持

つべきだ」とした。【斎藤文太郎】 

全国私教連が 11日付で書記長談話を発表（右ページ） 
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「乱暴、むちゃ」 給食無償化に知事会で批判噴出 折半の3党案に 

12/11(木) 20:53配信  毎日新聞（12月12日付朝刊に掲載） 

 「賛同できない」「乱暴だし、むちゃだ」――。全国知事会は11日、子ども・子育て政策に関する会合を東京都内で開き、

2026 年 4 月の開始予定となっている公立小学校の給食費無償化について議論した。支援額を国と都道府県が折半して負担す

るとした内容を自民、日本維新の会、公明の3党が提案したことに対し、批判が噴出した。  

「政党が勝手に決めたことを地方が押しつけられている。これが横行することになれば地方自治の危機だ」。青森県の宮下

宗一郎知事は、厳しい口調で3党による議論の進め方を批判。知事会の執行部は給食無償化への協力を「やむを得ない」とす

る意見書案をあらかじめまとめていたが「賛同できない。承服しかねる」と明言した。 

3党からの提案は給食無償化について費用の2分の1を地方に求めるほか、高校の授業料無償化についても4分の1の負担

を求める内容となっている。かつて文部科学相を務めた石川県の馳浩知事も「あり得ないと思っている」と反対意見を表明。

県内に公立校が多いとし「（私立の無償化で）得するのは私立高だけだ」と指摘。給食無償化についても全国一律、義務教育段

階の全てで進める必要があるとし、3党の提案を「ぜひ押し戻していただきたい」と知事会執行部に求めた。 

無償化に必要な経費のうち地方負担分は、3党の提案では地方交付税措置を検討するとしている。47都道府県で唯一地方交

付税の不交付団体となっている東京都は、小池百合子知事に代わってオンライン出席した担当者が「地方交付税による措置で

はなく、全ての自治体に必要経費を国庫で負担すべきだとする都の考え方とは相いれない。東京を狙い撃ちにしたかのような

提案で、あまりに議論が不十分だ」と述べた。 

3党との協議は知事会執行部に一任にするとした県も、恒久的かつ安定的な財源の確保が必要だと訴えた。3党と政府が「無

償化」と言い続けてきた表現についても、保護者負担がゼロにならない自治体があることを想定し「負担軽減」などと弱める

べきだという意見も相次いだ。 

会合後に取材に応じた全国知事会長の阿部守一長野県知事は「（3党から）急に提案があり、短期間で対応しているが、これ

が当たり前だと政府や政党に思われては困る」としつつ「都道府県として責任を持って向き合っていく」と述べた。知事会は

意見を集約し、12日に3党の実務者と協議する。【斎藤文太郎、西本紗保美】 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 


